
○横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例

平成18年2月15日

条例第2号

横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例をここに公布する。
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第1章　総則

(目的)

第1条　この条例は、魅力ある都市景観を創造するため、横浜市(以下「市」という。)、事業者及び市民の

責務を明らかにし、都市景観を形成する行為に関する協議その他必要な事項を定めるとともに、景観法

(平成16年法律第110号)の規定に基づき景観計画を策定する手続に関する規定等を定めることにより、地

域の個性と市民等の豊かな発想が調和した、人をひきつける質の高い都市の実現を図り、もって横浜ら

しい都市景観が市民の財産として将来にわたり共有され、市民生活の向上に寄与することを目的とす

る。

(市の責務)

第2条　市は、魅力ある都市景観の創造を推進するため、必要な施策を策定し、これを総合的に実施するも

のとする。

2　市は、事業者及び市民に対し、第9条第1項の規定による協議(以下「都市景観協議」という。)その他の

魅力ある都市景観の創造を推進するための施策に関する情報の提供に努めるものとする。

(事業者の責務)

第3条　事業者は、その事業活動に関し、地域の個性との調和に配慮して、積極的に魅力ある都市景観の創

造に努めるとともに、市が実施する都市景観の創造に関する施策に協力しなければならない。

(市民の責務)

第4条　市民は、自ら所有し、又は管理する建物、工作物等が都市景観の一部を構成するものであることを

理解し、主体的に魅力ある都市景観の創造に努めるとともに、市が実施する都市景観の創造に関する施

策に協力しなければならない。

第2章　都市景観協議地区

(都市景観協議地区)

第5条　市長は、魅力ある都市景観の創造が特に必要とされる区域について、次に掲げる事項を定めた都市

景観協議地区を定めることができる。

(1) 名称

(2) 位置及び区域

(3) 魅力ある都市景観を創造するための方針

(4) 景観法第16条第1項各号に掲げる行為その他の行為のうち、魅力ある都市景観の形成に影響を与え

ると認められるもの(以下「都市景観形成行為」という。)

(5) 都市景観形成行為のうち、魅力ある都市景観の形成に特に重大な影響を与えると認められるもの

(以下「特定都市景観形成行為」という。)

(6) 都市景観形成行為に関する設計について指針となるべき事項(以下「行為指針」という。)

(策定の手続)

第6条　市長は、前条の都市景観協議地区(以下「協議地区」という。)を定めようとするときは、あらかじ

め、案の縦覧、意見書の提出の機会の付与等当該協議地区の区域内に住所を有する者その他当該協議地

区を定めることについて利害関係を有すると認められる者の意見を反映させるために必要な措置を講ず

るものとする。
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2　市長は、協議地区を定めようとするときは、あらかじめ、横浜市都市美対策審議会条例(昭和40年7月横

浜市条例第35号)により設置された横浜市都市美対策審議会(以下「都市美対策審議会」という。)の意見

を聴かなければならない。

3　市長は、協議地区を定めたときは、その旨を告示し、これを公衆の縦覧に供しなければならない。

4　市長は、前項の告示と同時期に、第1項の規定に基づく措置により提出された意見及びこれに対する市

長の見解を公表するものとする。

5　市長は、協議地区を定めたときは、都市景観協議に通常要すべき標準的な期間を定め、公にしておくも

のとする。

6　前各項の規定は、協議地区の変更について準用する。

(行為指針への準拠)

第7条　協議地区内において都市景観形成行為を行おうとする者(以下「行為者」という。)は、行為指針に

のっとって当該都市景観形成行為に関する設計を行わなければならない。

(行為者に対する支援)

第8条　市長は、都市景観形成行為に関する設計が行為指針にのっとって適切かつ円滑に行われるよう、行

為者に対し、助言その他の必要な支援を行うものとする。

第3章　都市景観協議

(都市景観協議)

第9条　行為者は、協議地区内において都市景観形成行為をしようとするときは、あらかじめ、当該都市景

観形成行為に関する設計について市長と協議しなければならない。

2　都市景観協議を行おうとする行為者は、市長に対し、書面により協議の申出をしなければならない。

3　市長は、前項の申出があったときには、遅滞なく、行為指針に基づき都市景観協議を行う事項(以下

「協議事項」という。)及び協議の方針を定め、当該行為者に対し、書面により通知するものとする。

4　市長は、特定都市景観形成行為に関する協議事項及び協議の方針を定めるに当たっては、あらかじめ、

都市美対策審議会の意見を聴かなければならない。

(協議の終了等)

第10条　都市景観協議は、協議事項のすべてについて協議を行った場合において、次のいずれかに該当す

るときに終了するものとする。

(1) 都市景観協議が調ったとき。

(2) 都市景観協議が調わないこととなった場合において、当該行為者が市長に協議を終了するよう書面

により申し出たとき。

2　市長は、都市景観協議が終了したときは、当該行為者に対し、当該都市景観協議の結果を書面(以下

「協議結果通知書」という。)により通知するものとする。

3　行為者は、前項の規定による通知を受けたときは、当該協議結果通知書の内容の周知を図るため、規則

で定めるところにより標識を設置し、当該都市景観形成行為に関する工事が完了するまでの間掲出して

おかなければならない。

(合意事項の遵守)

第11条　行為者及び都市景観形成行為に関する工事の請負人(請負工事の下請人を含む。以下「工事請負

人」という。)は、協議結果通知書に記載された市長との合意事項に従い、当該都市景観形成行為に関す

る工事を行わなければならない。

(都市景観形成行為に関する工事の着手制限)

第12条　行為者及び工事請負人は、行為者が第10条第2項の規定による通知を受けた後でなければ、都市景

観形成行為に関する工事に着手してはならない。

(協議内容の変更)

第13条　行為者は、協議結果通知書に記載された市長との合意事項に係る変更をしようとするときは、あ

らかじめ、市長と協議しなければならない。

2　前項の規定による協議(以下「変更協議」という。)を行おうとする行為者は、市長に対し、書面により

変更協議の申出をしなければならない。

3　前3条の規定は、変更協議について準用する。この場合において、第10条第2項及び第3項並びに第11条

中「協議結果通知書」とあるのは「変更協議結果通知書」と、前条中「都市景観形成行為に関する工

事」とあるのは「都市景観形成行為に関する工事のうち次条第1項による協議を要する部分」と読み替え

るものとする。

(適用除外)

第14条　協議地区を定める日(協議地区を変更する場合において、当該都市景観形成行為に係る内容を変更

するときは、当該変更の日)前において、当該都市景観形成行為に係る次に掲げる手続その他の行為を行

っている場合については、この章の規定は、適用しない。

(1) 建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第1項若しくは第6条の2第1項の確認の申請又は同法第18条

第2項の規定による計画の通知
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(2) 都市計画法(昭和43年法律第100号)第29条第1項若しくは第43条第1項の許可の申請、同法第34条の2

第1項若しくは第43条第3項の協議(成立している場合に限る。)又は同法第58条の2第1項の規定による

届出

(3) 宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)第8条第1項の許可の申請又は同法第11条の規定による協

議(成立している場合に限る。)

(4) 景観法第16条第1項の規定による届出若しくは同法第63条第1項の認定の申請又は同法第76条第1項

の規定に基づく条例において当該地区計画等において定められた建築物等の形態意匠の制限に適合す

る旨の認定に関する手続を定めた場合における当該認定の申請

(5) 都市景観形成行為に相当する行為に関する工事の着手

(平19条例56・一部改正)

第3章の2　特定景観形成歴史的建造物

(平25条例81・追加)

(特定景観形成歴史的建造物の指定)

第14条の2　市長は、歴史的な価値を有する建造物(これと一体となって魅力ある都市景観を形成している

土地その他の物件を含む。以下「歴史的建造物」という。)であって、魅力ある都市景観の創造を推進す

る上で特に重要なものを特定景観形成歴史的建造物として指定することができる。ただし、次に掲げる

もの(以下「指定対象外建造物」という。)については、この限りでない。

(1) 文化財保護法(昭和25年法律第214号)第27条第1項の規定により重要文化財に指定されたもの、同法

第78条第1項の規定により重要有形民俗文化財に指定されたもの及び同法第109条第1項又は第110条第1

項の規定により史跡、名勝又は天然記念物に指定され、又は仮指定されたもの

(2) 神奈川県文化財保護条例(昭和30年神奈川県条例第13号)第4条第1項の規定により神奈川県指定重要

文化財に指定されたもの、同条例第26条第1項の規定により神奈川県指定有形民俗文化財に指定された

もの及び同条例第31条第1項の規定により神奈川県指定史跡、神奈川県指定名勝又は神奈川県指定天然

記念物に指定されたもの

(3) 横浜市文化財保護条例(昭和62年12月横浜市条例第53号)第6条第1項の規定により横浜市指定有形文

化財に指定されたもの、同条例第32条第1項の規定により横浜市指定有形民俗文化財に指定されたもの

及び同条例第40条第1項の規定により横浜市指定史跡、横浜市指定名勝又は横浜市指定天然記念物に指

定されたもの

(4) 景観法第19条第1項の規定により景観重要建造物に指定されたもの及び同法第28条第1項の規定によ

り景観重要樹木に指定されたもの

2　市長は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、都市美対策審議会の意見を聴くと

ともに、当該歴史的建造物の所有者(所有者が2人以上いる場合にあっては、その全員。以下同じ。)及び

権原に基づく占有者又は管理者(以下「所有者等」という。)の同意を得なければならない。

3　市長は、第1項の規定による指定をしたときは、その旨を当該歴史的建造物の所有者等に通知するとと

もに、その旨を告示しなければならない。

(平25条例81・追加)

(指定の解除)

第14条の3　市長は、特定景観形成歴史的建造物が滅失等により特定景観形成歴史的建造物としての価値を

失ったときその他規則で定める理由があるときは、前条第1項の規定による指定を解除することができ

る。

2　市長は、前項の規定による解除をしようとするときは、あらかじめ、都市美対策審議会の意見を聴かな

ければならない。

3　市長は、特定景観形成歴史的建造物が指定対象外建造物となったときは、前条第1項の規定による指定

を解除するものとする。

4　前条第3項の規定は、第1項及び前項の規定による解除について準用する。

(平25条例81・追加)

(保存活用計画の策定等)

第14条の4　市長は、第14条の2第1項の規定により特定景観形成歴史的建造物の指定をしたときは、当該特

定景観形成歴史的建造物の保存及び活用の促進に関する計画(以下「保存活用計画」という。)を策定し

なければならない。

2　保存活用計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。

(1) 当該特定景観形成歴史的建造物の名称及び概要

(2) 当該特定景観形成歴史的建造物の所有者の氏名及び住所(法人その他の団体にあっては、その名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地)

(3) 当該特定景観形成歴史的建造物の保存及び活用に係る目標及び方針

(4) 建築基準法第3条第1項第3号に定める現状変更の規制及び保存のための措置に関する事項

(5) 前各号に掲げるもののほか、当該特定景観形成歴史的建造物の良好な保存及び活用を図るために必

要な事項
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3　市長は、保存活用計画を策定しようとするときは、あらかじめ、当該特定景観形成歴史的建造物の所有

者等と協議して保存活用計画の案を作成し、都市美対策審議会の意見を聴かなければならない。

4　市長は、第1項の規定により保存活用計画を策定したときは、その旨を当該特定景観形成歴史的建造物

の所有者等に通知しなければならない。

5　前2項の規定は、保存活用計画の変更について準用する。ただし、第2項第2号に掲げる事項のみに係る

保存活用計画の変更については、この限りでない。

(平25条例81・追加)

(管理義務等)

第14条の5　特定景観形成歴史的建造物の所有者等は、保存活用計画に基づき当該特定景観形成歴史的建造

物を適切に管理しなければならない。

2　特定景観形成歴史的建造物の所有者が変更したときは、新たに所有者となった者は、遅滞なく、その旨

を市長に届け出なければならない。

(平25条例81・追加)

(現状変更等に係る許可等)

第14条の6　特定景観形成歴史的建造物の所有者等は、当該特定景観形成歴史的建造物の現状を変更し、又

はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、規則で定めるところにより、市長の許可を受け

なければならない。

2　市長は、前項の許可の申請があった場合において、当該申請に係る現状の変更又は保存に影響を及ぼす

行為が保存活用計画に適合すると認められるときでなければ、同項の許可をしてはならない。

3　市長は、第1項の許可の申請があった場合において、保存活用計画に係る目標の達成又は方針の実現の

ため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。

4　市長は、第1項の規定による許可を受けた者が前項の規定による許可に付された条件に違反したとき

は、当該許可を取り消すことができる。

5　第1項の規定は、次に掲げる行為については、適用しない。

(1) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で規則で定めるもの

(2) 非常災害のため必要な応急措置として行う行為

(平25条例81・追加)

第4章　景観法に基づく景観計画の策定等

(景観法に基づく景観計画の策定手続の付加)

第15条　景観法第9条第7項(同条第8項において準用する場合を含む。)に規定する景観計画(同法第8条第1

項に規定する景観計画をいう。以下同じ。)を定める手続に関し条例で定める事項は、景観計画を定めよ

うとするときにおいて、あらかじめ、都市美対策審議会の意見を聴くこととする。

(届出を要する行為等)

第15条の2　景観法第16条第1項第4号に規定する条例で定める行為は、別表第1の左欄に掲げる地区の区分

に応じ、同表の中欄に掲げる建築物(建築基準法第2条第1号に規定する建築物をいう。以下同じ。)又は

工作物(建築物並びに屋外広告物法(昭和24年法律第189号)第2条第1項に規定する屋外広告物及びこれを

掲出する物件を除く。以下同じ。)の全部又は一部について、それぞれ同表の右欄に掲げる行為とする。

ただし、この項の規定の適用の際現に着手し、又はこの項の規定の適用の日から31日以内に着手する行

為については、この限りでない。

2　前項の行為に係る景観法第16条第1項の規定により条例で定めるところにより行うこととされている届

出は、同項に規定する事項を記載した届出書及び前項の行為の内容を示す図書その他の規則で定める添

付図書を提出して行うものとする。

3　第1項の行為に係る景観法第16条第1項に規定する条例で定める事項は、行為をしようとする者の氏名及

び住所(法人その他の団体にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地)、行為の完了予定日その他

規則で定める事項とする。

4　第1項の行為に係る景観法第16条第2項に規定する条例で定める事項は、前2項に規定する事項とする。

(平19条例67・追加、平21条例50・一部改正)

(届出を要しない行為)

第15条の3　次項に規定する地区以外の景観計画区域(景観法第8条第2項第1号に規定する景観計画区域をい

う。以下同じ。)における同法第16条第7項第11号に規定する条例で定める行為(以下「届出除外行為」と

いう。)は、同条第1項第1号から第3号までに掲げる行為とする。

2　別表第2の左欄に掲げる地区における届出除外行為は、次に掲げる行為とする。

(1) 別表第2の左欄に掲げる地区の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる行為

(2) 景観法第16条第1項第1号から第3号までに掲げる行為のうち、この項の規定の適用の際現に着手

し、又はこの項の規定の適用の日から31日以内に着手するもの(前号に該当する行為を除く。)

(平21条例50・全改)

(特定届出対象行為)
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第15条の4　景観法第17条第1項に規定する特定届出対象行為は、別表第3の左欄に掲げる地区の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に掲げる行為とする。

(平19条例67・追加)

(景観計画区域内における行為の届出書の添付図書)

第16条　景観法施行規則(平成16年国土交通省令第100号)第1条第2項第4号に規定する同条第1項の届出書に

添付が必要なものとして条例で定める図書は、景観計画で定められた地点から建築等をしようとする建

築物又は工作物の敷地の方向に向かって当該敷地及びその周辺の状況を撮影した写真に当該建築物又は

工作物の透視図を合成し、当該地点からの将来の景観を予想した図面その他の図書で規則で定めるもの

とする。

第5章　表彰

第17条　市長は、魅力ある都市景観の創造に特に著しい功績のあったものに対し、表彰を行うことができ

る。

第6章　雑則

(指導又は助言)

第18条　市長は、この条例の施行のために必要な限度において、行為者、工事請負人等に対し、指導又は

助言を行うことができる。

(勧告等)

第19条　市長は、行為者又は工事請負人が第11条の規定に違反したと認めるときは、当該行為者又は工事

請負人に対し、当該違反を是正するために必要な措置をとるよう勧告することができる。

2　市長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わないときは、その旨を公表

することができる。

3　市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、都市美対策審議会の意見を聴かな

ければならない。

4　市長は、第2項の規定による公表をしようとする場合において、第1項の規定による勧告を受けた者に対

して、あらかじめ、その旨を通知し、意見の聴取を行うものとする。ただし、その者が正当な理由なく

意見の聴取に応じないとき、又はその者の所在が不明で通知できないときは、この限りでない。

(平23条例50・一部改正)

(報告等の徴収)

第20条　市長は、前条の規定による措置の実施その他この条例の施行のために必要があると認めるとき

は、行為者又は工事請負人に対し、都市景観形成行為に関する工事の状況等について必要な報告又は資

料の提出を求めることができる。

(台帳の閲覧)

第21条　市長は、第9条第2項及び第3項に規定する書面、協議結果通知書その他の関係書類に基づき、都市

景観協議の経過等を記録した台帳を作成し、規則で定めるところにより、当該台帳を一般の閲覧に供す

るものとする。

(委任)

第22条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

第7章　罰則

(罰則)

第23条　次のいずれかに該当する者は、300,000円以下の罰金に処する。

(1) 第14条の6第1項の規定に違反して、特定景観形成歴史的建造物の現状を変更し、又は保存に影響を

及ぼす行為をした者

(2) 第14条の6第3項の規定により許可に付された条件に違反した者

(平25条例81・追加)

(両罰規定)

第24条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、前条の違反行為をしたときは、その違反行為を行った者を罰するほか、その法人又は人に対して

同条の罰金刑を科する。

(平25条例81・追加)

(過料)

第25条　次のいずれかに該当する者は、50,000円以下の過料に処する。

(1) 第12条(第13条第3項において準用する場合を含む。)の規定に違反した行為者又は工事請負人

(2) 第20条の規定による報告又は資料の提出の要求に対し、これに応じず、又は虚偽の報告若しくは虚

偽の資料の提出を行った者

(平25条例81・旧第23条繰下・一部改正)

附　則　抄

(施行期日)

1　この条例は、平成18年4月1日から施行する。
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附　則(平成19年9月条例第56号)

この条例は、平成19年11月30日から施行する。

附　則(平成19年12月条例第67号)

(施行期日)

1　この条例は、平成20年4月1日から施行する。

(経過措置)

2　この条例の施行の際現に着手し、又はこの条例の施行の日から平成20年5月1日までの間に着手する景観

法(平成16年法律第110号)第16条第1項の規定による届出をしなければならない行為(同項第1号及び第2号

に掲げるものに限る。)については、この条例による改正後の横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条

例第15条の3の規定にかかわらず、景観法第16条第7項第11号に規定する条例で定める行為とする。

附　則(平成21年9月条例第50号)

(施行期日)

1　この条例は、平成22年1月1日から施行する。

(経過措置)

2　この条例による改正後の横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例第15条の3第2項(同項第2号に係る

部分に限る。)の規定は、この条例による改正前の横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例別表第2

の左欄に掲げる地区においてこの条例の施行の際現に着手し、又はこの条例の施行の日から31日以内に

着手する行為については、適用しない。

附　則(平成23年12月条例第50号)　抄

(施行期日)

1　この条例は、平成24年4月1日から施行する。

附　則(平成25年12月条例第81号)　抄

(施行期日)

1　この条例は、平成26年7月1日から施行する。

別表第1　届出を要する行為(第15条の2)

(平19条例67・追加、平21条例50・一部改正)

地区 建築物又は工作物 行為

関内地区(景観計画

区域のうち、関内地

区として景観計画に

定める区域をいう。

以下同じ。)

景観計画に定める歴史的界隈形成エリア内に存する

建築物又は工作物(市長が指定するものを除く。)

景観法施行令(平成16年政令

第398号)第4条第6号に規定す

る特定照明(以下「特定照

明」という。)建築物又は工作物(市長が指定するものを除く。)の

景観計画に定める見通し景観形成街路に面する部分

みなとみらい21新港

地区(景観計画区域

のうち、みなとみら

い21新港地区として

景観計画に定める区

域をいう。以下同

じ。)

景観計画に定める赤レンガ倉庫 特定照明

別表第2　届出を要しない行為(第15条の3)

(平19条例67・追加、平21条例50・一部改正)

地区 行為

関内地区 1　建築物の増築又は改築で、外観の変更を伴わないもの

2　建築物の外観を変更することとなる修繕等(修繕若しくは模様替又は色彩の変

更をいう。以下同じ。)で、外観を変更する部分の面積(市長が定める方法によ

り算定した面積をいう。以下同じ。)の合計が10平方メートル未満のもの

3　工作物の改築で、外観の変更を伴わないもの

4　工作物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル未満のもの

5　景観法第16条第1項第3号に掲げる行為
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みなとみらい21中央

地区(景観計画区域

のうち、みなとみら

い21中央地区として

景観計画に定める区

域をいう。以下同

じ。)

1　建築物の増築又は改築で、外観の変更を伴わないもの

2　建築物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル未満のもの

3　景観法第16条第1項第2号及び第3号に掲げる行為

みなとみらい21新港

地区

1　建築物の増築又は改築で、外観の変更を伴わないもの

2　建築物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル未満のもの

3　工作物の改築で、外観の変更を伴わないもの

4　工作物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル未満のもの

5　景観法第16条第1項第3号に掲げる行為

別表第3　特定届出対象行為(第15条の4)

(平19条例67・追加、平21条例50・一部改正)

地区 行為

関内地区 1　建築物の新築、増築、改築又は移転(増築又は改築にあっては、外観の変更を

伴わないものを除く。)

2　建築物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル以上のもの

3　工作物の新設、増築、改築又は移転(改築にあっては、外観の変更を伴わない

ものを除く。)

4　工作物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル以上のもの

みなとみらい21中央

地区

1　建築物の新築、増築、改築又は移転(増築又は改築にあっては、外観の変更を

伴わないものを除く。)

2　建築物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル以上のもの

みなとみらい21新港

地区

1　建築物の新築、増築、改築又は移転(増築又は改築にあっては、外観の変更を

伴わないものを除く。)

2　建築物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル以上のもの

3　工作物の新設、増築、改築又は移転(改築にあっては、外観の変更を伴わない

ものを除く。)

4　工作物の外観を変更することとなる修繕等で、外観を変更する部分の面積の合

計が10平方メートル以上のもの

-2016.10.01作成-2016.10.01内容現在
例規の内容についてのお問合せ先：各担当局課

担当が不明な場合及び例規の情報提供についてのお問合せ先：
総務局総務部法制課TEL 045-671-2095 E-mail housei@city.yokohama.jp

(C) 2016 City of Yokohama. All rights reserved.
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○横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例等施行規則

平成18年3月24日

規則第35号

〔横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例施行規則〕をここに公布する。

横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例等施行規則

(趣旨)

第1条　この規則は、景観法(平成16年法律第110号)及び横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例(平成

18年2月横浜市条例第2号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

(平20規則26・一部改正)

(定義)

第2条　この規則における用語の意義は、景観法及び条例の例による。

(平20規則26・一部改正)

(都市景観協議の申出)

第3条　条例第9条第2項の規定による申出は、次に掲げる事項を記載した書面により行わなければならな

い。

(1) 都市景観形成行為を行おうとする敷地等の位置等

(2) 都市景観形成行為の種類

(3) その他市長が必要と認める事項

(平22規則40・一部改正)

(協議終了の申出)

第4条　条例第10条第1項第2号の規定による申出は、次に掲げる事項を記載した書面により行わなければな

らない。

(1) 都市景観協議の受付番号

(2) 協議事項のうち調わないこととなった事項

(3) その他市長が必要と認める事項

(平22規則40・一部改正)

(標識の記載事項等)

第5条　条例第10条第3項に規定する標識には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

(1) 都市景観形成行為を行おうとする敷地等の位置等

(2) 都市景観形成行為の種類

(3) 配置図、立面図その他の都市景観形成行為に関する設計図

(4) その他市長が必要と認める事項

2　前項の標識は、都市景観形成行為を行おうとする敷地等が道路に接する部分(2以上の道路に接するとき

は、それぞれの道路に接する部分)に、地面から標識の下端までの高さがおおむね1メートルとなるよう

設置しなければならない。ただし、都市景観形成行為の種類等により市長が認めた場合は、他の見やす

い掲出方法とすることができる。

3　行為者は、第1項の標識について、風雨等のため容易に破損しない方法で設置するとともに、記載事項

が不鮮明にならないよう維持管理しなければならない。

(平22規則40・一部改正)

(変更協議の申出)

第6条　条例第13条第2項の規定による申出は、次に掲げる事項を記載した書面により行わなければならな

い。

(1) 都市景観形成行為を行おうとする敷地等の位置等

(2) 都市景観形成行為の種類

(3) 変更の理由

(4) 合意事項のうち変更協議に係る事項

(5) その他市長が必要と認める事項

(平22規則40・一部改正)

(特定景観形成歴史的建造物の指定の解除)

第6条の2　条例第14条の3第1項に規定する規則で定める理由は、次に掲げる理由とする。

(1) 特定景観形成歴史的建造物が公の秩序又は善良の風俗を害する用途に使用されたとき。

(2) 条例第14条の6第1項の規定に違反して、特定景観形成歴史的建造物の現状を変更し、又はその保存

に影響を及ぼす行為をしたとき。
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(3) 条例第14条の6第4項の規定により許可を取り消されたとき。

(4) その他特に市長が必要と認めたとき。

(平26規則25・追加)

(特定景観形成歴史的建造物の現状変更等の許可の申請)

第6条の3　条例第14条の6第1項の許可を受けようとする者(以下「許可申請者」という。)は、市長に次に

掲げる事項を記載した申請書を提出しなければならない。

(1) 特定景観形成歴史的建造物の名称及び所在地

(2) 許可申請者の氏名及び住所(法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事

務所の所在地)

(3) 現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為(以下「現状変更等」という。)の概要

(4) 現状変更等の着手予定年月日及び完了予定年月日

(5) その他市長が必要と認める事項

2　前項の申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。

(1) 現状変更等の設計仕様書及び設計図

(2) 特定景観形成歴史的建造物の敷地及び位置並びに当該敷地周辺の状況を示す縮尺2,500分の1以上の

図面

(3) 特定景観形成歴史的建造物及び現状変更等をしようとする箇所の写真(カラーで出力したものに限

る。)

(4) その他市長が必要と認める図書

3　条例第14条の6第1項の規定により許可を受けた現状変更等が完了したときは、同項の規定による許可を

受けた者は、速やかに、その旨を市長に届け出なければならない。

(平26規則25・追加)

(許可を要しない特定景観形成歴史的建造物に係る通常の管理行為、軽易な行為その他の行為)

第6条の4　条例第14条の6第5項第1号の規定により規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。

(1) 地下に設ける建造物の増築、改築、移転又は除却

(2) 次に掲げる樹木の伐採

ア 枝打ち、整枝その他樹木の保育のために通常行われる樹木の伐採

イ 危険な樹木の伐採

(3) 条例第14条の4第1項に規定する保存活用計画において、通常の管理行為又は軽易な行為として定め

られた行為

(4) その他法令若しくは条例又はこれらに基づく処分による義務の履行として行う行為

(平26規則25・追加)

(景観計画区域内における条例で定める行為の届出書の添付図書)

第7条　条例第15条の2第2項の規定により規則で定める添付図書は、特定照明(景観法施行令(平成16年政令

第398号)第4条第6号に規定する特定照明をいう。以下同じ。)にあっては、次に掲げる図書とする。

(1) 位置図

(2) 投光器及び照明を行う対象建築物等の配置図

(3) 投光器及び照明を行う対象建築物等の敷地及びその周辺の状況を撮影した写真

(4) 照明を行う対象建築物等の立面図

(5) 投光器の寸法図

(6) その他参考となるべき事項を記載した図書

2　前項の規定にかかわらず、市長は、同項各号に掲げる図書の添付の必要がないと認めるときは、これを

省略させることができる。

(平20規則26・追加、平22規則40・旧第8条繰上)

(景観計画区域内における条例で定める行為の届出事項)

第8条　条例第15条の2第3項の規定により規則で定める事項は、特定照明にあっては、次に掲げる事項とす

る。

(1) 投光器及びランプの品目

(2) 投光器及びランプの形式

(3) 照明を行う対象建築物等の概要

(4) 照明を行う期間

(5) 照明を行う時間

(平20規則26・追加、平22規則40・旧第9条繰上)

(景観計画区域内における行為の届出書の添付図書)

第9条　条例第16条の規定により規則で定める図書は、景観計画で定められた地点から建築等をしようとす

る建築物又は工作物の敷地の方向に向かって当該敷地及びその周辺の状況を撮影した写真に当該建築物

又は工作物の透視図を合成し、当該地点からの将来の景観を予想した図面とする。

(平20規則26・旧第7条繰下、平22規則40・旧第10条繰上)
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(身分証明書の様式)

第10条　景観法第17条第8項に規定する証明書は、身分証明書(別記様式)とする。

(平20規則26・追加、平22規則40・旧第11条繰上・一部改正)

(閲覧の場所及び日時)

第11条　条例第21条の規定による台帳の閲覧の場所は、都市整備局(横浜市事務分掌規則(昭和27年10月横

浜市規則第68号)の規定に基づき、同局以外の局(横浜市事務分掌条例(昭和26年10月横浜市条例第44号)

第1条に掲げる統括本部及び局をいう。以下同じ。)が都市景観協議に係る事務を行う場合にあっては、

当該局)に置く。

2　閲覧の日時は、次のとおりとする。

(1)　閲覧に供しない日は、横浜市の休日を定める条例(平成3年12月横浜市条例第54号)第1条第1項に定

める横浜市の休日とする。

(2)　閲覧に供する時間は、午前8時45分から正午まで及び午後1時から午後5時15分までとする。

(3)　前2号の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、閲覧に供しない日又は閲覧

に供する時間を変更することができる。この場合において、市長は、あらかじめ、その旨を閲覧の場

所に掲示するものとする。

(平20規則26・旧第8条繰下、平22規則40・旧第12条繰上・一部改正、平23規則38・一部改正)

(景観重要樹木の指定を表示する標識)

第12条　景観法第30条第2項の規定により設置する標識には、次に掲げる事項を記載するものとする。

(1)　当該景観重要樹木の樹種

(2)　指定番号及び指定年月日

(3)　その他市長が必要と認める事項

2　前項の標識は、当該景観重要樹木の所有者と協議の上、公衆の見やすい場所に設置するものとする。

(平21規則79・追加、平22規則40・旧第13条繰上)

(委任)

第13条　この規則の施行に関し必要な事項は、都市整備局長が定める。

(平20規則26・旧第9条繰下、平21規則79・旧第13条繰下、平22規則40・旧第14条繰上)

附　則

この規則は、平成18年4月1日から施行する。

附　則(平成20年3月規則第26号)

この規則は、平成20年4月1日から施行する。

附　則(平成21年8月規則第79号)

この規則は、公布の日から施行する。

附　則(平成22年4月規則第40号)

この規則は、公布の日から施行する。

附　則(平成23年3月規則第38号)　抄

(施行期日)

1　この規則は、平成23年5月1日から施行する。

(経過措置)

5　この規則の施行の際現に決裁処理の過程にある事案の処理については、なお従前の例による。

附　則(平成26年3月規則第25号)

この規則は、平成26年7月1日から施行する。

別記様式(第10条)

(平20規則26・追加、平22規則40・旧第6号様式・一部改正)
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